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弊社は住友重機械工業株式会社（以下住友重機械と略
す）のグループ会社である．ここでは弊社の電気集塵器（以
下 EP と略す）事業，特に研究開発の歴史を振り返りな
がら紹介する．弊社は 2000年代に入り住友重機械より事
業を継承し EP を設計製作しているが，住友重機械グル
ープとしての EP 事業の歴史はかなり古く，戦前にまでさ
かのぼる．1934年に住友／別子銅精錬所に乾式 EP の 1

号機を納入した記録が残されている．戦後 1956年までに
サイクロンや EP を 150基程各所へ納入した記録が残って
いるが，残念ながら当時の図面や技術資料はほぼ残って
おらず詳細は不明である．しかしながら本格的に EP の
事業に参入するはるか以前に環境対策として全くの独力
で研究開発を行っていたことがうかがえる．

その後 1957年に米国 Western 社と米国型（線・ウェイト
方式）EP を技術提携したことで本格的な事業参入を始め
た．更に 1980年には独 Walther 社と欧州型（集塵極の大
型化が可能な放電枠組方式）の EP を技術提携し一層の事
業の拡大を図った．両社との技術提携は既に終了している
が，技術提携以降，住友重機械グループの取り扱う EP は
電力，製鉄，非鉄，金属，化学，その他様々な産業や海
外におよび，今日までに 500基を超える納入実績がある．

その間，提携先の技術を生かしつつも，多様な客先要
求に対応すべく 1950年代後半には R-EP（建屋 EP）や
平板湿式 EP などを独自に開発した．更に公害防止に対
する社会の要請や排煙量の増加が許されない時代背景，
海外炭への対応要請，火力発電所の単機発電容量の大型
化等への対応の為，理論面のみならず実験による検証も
含め 2000年頃迄継続的に研究開発を続けてきた．

その内容は多岐にわたり，集塵性能解析，一般的なワ
イドスパン EP の開発，放電極の研究，ガス流れの流速
分布，整流板改造，集塵極槌打による剥離メカニズム，
イオン風の研究，温度分布，パルス荷電等がある．又，
これらの研究開発はパイロットスケールの EP での各種
試験やコンピュータシミュレーションによる高度な解析
システムにて行い，更に実機へ展開できるようにデータ
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分析技術の研究開発も行った．新しい形状の放電極や集
塵極，再飛散防止槌打等を実用化させたが，その中でも
パルス電源装置が集塵効率を大きく改善できる画期的な
装置で弊社を代表する装置としてあげられる．

本装置は逆電離現象が発生し集塵効率を大幅に低下さ
せる高抵抗ダストへの対策として，強力なコロナ放電を
起こさせる為に L-C 共振回路を利用し高圧 SCR を使用
したもので，急峻かつ高いピーク電圧（最大で 90 kV 

120 pulse/sec）を印加できることを特徴としている．パ
ルス電源装置により逆電離現象を抑制させることで従来
の EP より小型化が図れ，既存の EP に対してはパルス
電源装置を追加設置することで EP の集塵性能を飛躍的
に向上させることを可能とした．又，パルス電源装置は
30年程前に研究開発し製品化させてから今日に至るま
で製作しているが，その間，例えば負荷変化の大きいプ
ロセスへの追従性や PM2.5 のような微粒子への集塵対
応といった新たなニーズに対応する為，制御回路や応答
アルゴリズムを改良し，性能向上を図っている．

一方，2000年代に入り 1997年に COP3 で採択された
いわゆる京都議定書や，1992年のバブル崩壊，2008年の
リーマンショックにより失われた 20年と言われる景気低
迷の影響を受け，大型石炭火力発電所の建設計画の中止
や延期，民間企業の設備投資も大幅に縮小された．その
為，国内の新設 EP 案件が激減し，弊社の研究開発も一
時期滞った時代が続いた．しかしながら東日本大震災以
降は，原発停止による電力不足を補う為，新規石炭火力

図 1　パルス荷電装置を搭載した EP



発電所の建設計画が増え，30～40年前に納入した各産業
用の EP の更新需要も増加傾向となった．更には東南ア

図 2　EP パイロットテスト機

ジアや BRICS 等の発展途上国からの技術供与等の依頼
が舞い込んでいる．そこで弊社では新しくパイロットテ
スト機を製作し用途に応じた試験を再び開始している．

現在では環境問題が世界的な規模で長期的な影響を及
ぼす問題となっている．弊社はこの社会課題解決の為に
環境対策装置である EP 事業を通し社会貢献を今後も継
続して取り組んでいく．又，弊社は EP パイロットテス
ト機やその他試験設備も充実させ更なる試験研究を行い
安定した品質を確保するとともに顧客が安心して使用で
きる EP を提供したいと考えている．

 （田岡　智浩）
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